
「外務省 平成１７年度省庁別財務書類」

《留意事項》

・ 本財務書類は 「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。、

・ 省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一般会計を各省庁

単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの一定の仮定に基づいて

作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているものではない点にご留意下さい。

・ 省庁別財務書類を充分理解して頂くため 「省庁別財務書類の作成基準」及び各省庁、

の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。
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１．外務省の業務等の概要

（１）外務省の所掌する業務

外務省は、平和で安全な国際社会の維持に寄与するとともに主体的かつ積極的な取組を通じて良好な

国際環境の整備を図ること並びに調和ある対外関係を維持し発展させつつ、国際社会における日本国及

び日本国民の利益の増進を図ることを任務としている。

主な事務としては、日本国の安全保障、対外経済関係、経済協力、文化その他の分野における国際交

流等に係る外交政策、日本国政府を代表して行う外国政府との交渉、条約その他の国際約束の締結、国

際情勢に関する情報の収集及び分析、海外における邦人の生命及び身体の保護等を行っている。

（２）外務省の組織及び定員

外務省の組織と機構

外務省の組織は、本省と世界各地にある１８９の在外公館から成る。

（参考）平成18年3月31日現在。（ ）内は平成17年度末定員。

大臣官房（848）

外務省
監察査察官組織と機構
儀典長

外務報道官

審議官（14）

参事官（11）

考査・政策評価官

調査官

広報文化交流部

国際社会協力部

総合外交政策局（152）

大臣政務官３ 外務審議官２

外務大臣 副大臣２ 外務事務次官 軍縮不拡散・科学部

アジア大洋州局（166）

北米局（83）

独立行政法人評価委員会 中南米局（42）

審議会等 外務人事審議会 欧州局（112）

海外交流審議会 中東アフリカ局（89）

アフリカ審議官

経済局（165）

施設等機関 外務省研修所（17） 経済協力局（189）

国際法局（85）

領事局（135）

国際情報統括官（67）

在外公館（3,275）

（合計：5,434名）



外務本省は、大臣官房及び国際情報統括官のほか10局３部より成り立っており、約2,100名の職員が働

いている。大臣官房及び基本的な外交政策に関して調整を行う総合外交政策局を除く局は、地域別担当

の５つの地域局（アジア大洋州、北米、中南米、欧州、中東アフリカ）と事項別担当の４つの機能局（経済、

国際協力、国際法、領事）に分かれており、また情報収集分析を行う国際情報統括官が置かれている。大

臣官房の下に広報文化交流部が、総合外交政策局の下に軍備不拡散・科学部、またアジア大洋州局の

下に南部アジア部が置かれている。

在外公館には、大使館、総領事館、政府代表部などがある。これらの在外公館には、全部で約3,300名

の職員が働いている。

（参考）平成18年8月1日現在。（ ）内は平成18年8月1日現在の定員。

大臣官房（743）

外務省
監察査察官組織と機構
儀典長

外務報道官

地球規模課題審議官

審議官（13）

参事官（11）

考査・政策評価官

調査官

広報文化交流部

総合外交政策局（190）

大臣政務官３ 外務審議官２

外務大臣 副大臣２ 外務事務次官 軍縮不拡散・科学部

アジア大洋州局（171）

南部アジア部

北米局（85）

独立行政法人評価委員会 中南米局（40）

審議会等 外務人事審議会 欧州局（110）

海外交流審議会 中東アフリカ局（87）

アフリカ審議官

経済局（168）

施設等機関 外務省研修所（17） 国際協力局（243）

国際法局（91）

領事局（136）

国際情報統括官（71）

在外公館（3,286）

（合計：5,453名）



（３）財政資金の流れ

（単位：百万円）

産業投資特別会計

経費の繰入 【2,296百万円】外

務

特殊法人・独立行政法人

交付金 【30,000百万円】省

連結対象法人独立行政法人運営費交付金【173,806百万円】

一

補助金団体等般

補助金・委託費 【4,824百万円】

会

国 際 機 関

分担金・拠出金 【256,837百万円】計

相手国政府等

援助費 【191,218百万円】

（４）歳入歳出決算の概要

一般会計

歳入決算 歳出決算

収納済歳入額 8,412百万円 支出済歳出額 840,126百万円

許可手数料 （組織）外務本省 723,619百万円

手数料 3,391百万円 うち（項）経済協力費

弁償及返納金 193,542百万円

返納金 3,462百万円 （組織）在外公館 116,507百万円



貸　借　対　照　表
(単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

(平成17年3月31日) (平成18年3月31日) (平成17年3月31日) (平成18年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

未収金 1,646 1,646 未払金 23 23

貸付金 178 177 賞与引当金 3,356 3,390

前払費用 29 31 退職給付引当金等 65,215 67,944

貸倒引当金 0 0

有形固定資産 341,518 341,069 その他の債務等 5,708 3,133

国有財産（公共用財産を除く） 333,064 333,293
特定国有財産整備特別会計へ
の未渡不動産 3,412 3,133

土地 176,254 181,799 特別会計繰戻未済金 2,296 　　　　　　　－

立木竹 219 271

建物 85,932 83,191

工作物 58,273 55,324 負債合計 74,304 74,492

建設仮勘定 12,384 12,705 ＜資産・負債差額の部＞

物品 8,454 7,776

無形固定資産 20,717 14,006 資産・負債差額 7,380,510 7,549,563

出資金 7,090,723 7,267,123

資産合計 7,454,815 7,624,055 負債及び資産・負債差額合計 7,454,815 7,624,055



(単位：百万円）

前会計年度  本会計年度   

自 平成16年4月01日 自 平成17年4月01日
至 平成17年3月31日 至 平成18年3月31日

人件費 67,787 68,206

賞与引当金繰入額 3,356 3,390

退職給付引当金繰入額 5,271 3,733

貸倒引当金繰入額 0 0

補助金等 2,987 2,796

委託費等 542,114 480,084

独立行政法人運営費交付金 175,816 173,806

産業投資特別会計への繰入 0 2,296

庁費等 68,531 67,297

その他の経費 27,431 28,736

減価償却費 10,215 10,720

資産処分損益 △ 92 △ 159

本年度業務費用合計 903,419 840,907

業 務 費 用 計 算 書



(単位：百万円）

　　　　　　　前会計年度 　　　　　　　　　　本会計年度　　　　

自 平成16年4月01日 自 平成17年4月01日

至 平成17年3月31日 至 平成18年3月31日

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 7,181,392 7,380,510

Ⅱ 本年度業務費用合計 △ 903,419 △ 840,907

Ⅲ 財源

主管の財源 23,847 8,061

配賦財源 879,873 831,713

財源合計 903,721 839,775

Ⅳ 無償所管換等 187,909 176,400

Ⅴ 資産評価差額                     － 6,878

Ⅵ その他資産・負債差額の増減 10,906 △ 13,092

Ⅶ 本年度末資産・負債差額 7,380,510 7,549,563

資 産 ・ 負 債 差 額 増 減 計 算 書



(単位：百万円）

Ⅰ 業務収支
1 財源

主管の収納済歳入額 24,152 8,412
配賦財源 879,873 831,713
財源合計 904,026 840,126

2 業務支出
(1) 業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 74,247 △ 74,129
補助金等 △ 2,987 △ 2,796
委託費等 △ 542,114 △ 480,084
独立行政法人運営費交付金 △ 175,816 △ 173,806
庁費等の支出 △ 73,099 △ 72,401
他会計への繰入 0 △ 2,296
その他の支出 △ 27,431 △ 28,736

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 895,696 △ 834,251

(2) 施設整備支出
土地に係る支出 △ 259 △ 550
建物に係る支出 △ 7,843 △ 5,114
立木竹に係る支出 △ 1 0
工作物に係る支出 △ 225 △ 209

施設整備支出合計 △ 8,330 △ 5,875

業務支出合計 △ 904,026 △ 840,126

業務収支 －                  －

Ⅱ 財務収支 －                  －

本年度収支 －                  －

翌年度歳入繰入 －                  －

至 平成17年3月31日 至 平成18年3月31日

  前会計年度　　    本会計年度　 
自 平成16年4月01日 自 平成17年4月01日

区 分 別 収 支 計 算 書



《注記》
１．重要な会計方針

（１）外貨建金銭債権債務等の換算方式

・国有財産台帳に記載する邦貨額は、送金時の支出官事務規程第２１条レートによる。

外貨為替レートによる円換算により１円未満の端数が生じる場合は、工事等の全体価格においてこ

れを切り捨てる。

・在外公館が所有する車両の自賠責保険料の邦貨額は、送金時の支出官事務規程第２１条レートに

より換算し、１円未満を切り捨てている。

（参 考）支出官事務規程第２１条レート

通 貨 名 平成16年度 平成17年度

US$ アメリカドル 110 107

EUR ユーロ 128 136

CAD カナダドル 83 87

D.KR デンマーククローネ 17 18

N.KR ノルウェークローネ 16 17

S.KR スウェーデンクローネ 14 15

S.FR スイスフラン 83 89

￡ イギリスポンド 184 196

S$ シンガポールドル 63 64

A$ オーストラリアドル 76 80

（２）有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法

〈有形固定資産〉

有形固定資産のうち、本省分の国有財産については、定率法により減価償却を行っている。在外分

については、価格改定が行われていないため、国有財産台帳に記載されている取得価格をもって

計上しており、減価償却は行っていない。なお、平成１７年度は国有財産台帳の価格改定年度に該

当するため、償却資産については減価償却実施後、価格改定後の価格へ評価換を実施している。

物品については、定額法によっている。ファイナンシャルリース取引に伴うリース物品については、

取得価格相当額を計上し、当該年における残存価格がゼロとなるよう減価償却を行っている。

〈無形固定資産〉

（イ）在外公館定期不動産貸借権

（ａ）減価償却方法

①期間が無期限のものについては取得価格

②期間が有期限のものについて

取得価格÷期間×経過年数＝減額分

取得価格－減額分＝現在額

（ｂ）在外公館定期不動産貸借権について

社会主義国及び旧英国連邦諸国にみられるような、社会体制の制約から所有権の取得が認

められない国にある長期の期限付き不動産権であり、具体的には英米法の「定期不動産権

：Leasehold 等に該当する権利である 我が国国有財産法上定められている無体財産権(特」 。

許権 著作権 商標権 実用新案権)とは 自ら性質を異にしているし また 用益物件(地、 、 、 、 、 、

上権、鉱業権等)でもない。なお、貸借権については、国有財産として登録していない。



（ロ）ソフトウェア

無形固定資産のうち、ソフトウェアについては、簡便的に、利用可能期間（５年）の開発費等の累

計を資産価額とし、利用可能期間に基づく定額法によっている。

（３）引当金の計上基準及び算定方法

〈貸倒引当金〉

貸倒引当金については、過去３年間の債権の不能欠損実績に基づいて回収不能見込額を計上して

いる。

〈賞与引当金〉

賞与引当金については、支給見込額のうち、当該年度に帰属する額を下記の計算方法により計上

している。

期末手当：翌年度期末手当予算額×６月期支給割合÷年間支給割合×４／６

勤勉手当：翌年度勤勉手当予算額×６月期支給割合÷年間支給割合×４／６

〈退職手当に係る退職給付引当金〉

退職手当に係る退職給付引当金については、勤続年数別の職員数に各平均給与及び勤続年数に

基づく支給率（自己都合退職の支給率）を乗じて算出し計上している。

〈整理資源に係る退職給付引当金〉

国家公務員共済年金のうち、整理資源に係る引当金については、将来給付見込額の割引現在価値

を計上している。

〈遺族補償年金に係る引当金〉

遺族補償年金に係る引当金については、支給率×平均給与×割引率を乗じて算出し計上してい

る。

（４）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

〈消費税の会計処理方法〉

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．重要な後発事象

平成１８年８月１日付機構改革に伴い、部局名等の変更があったため、参考情報における組織図及

び定員数は現在と異なるところ、改革後の組織図及び定員数についても参考情報に記載した。

３．偶発債務

係争中の訴訟で損害賠償等の請求を受けているものを記載した。

４．翌年度以降支出予定額（単位：百万円）

①歳出予算の繰越

５４，４８２百万円

②継続費

なし

③国庫債務負担行為

７５，７３９百万円



５．追加情報

（１）合算する特別会計

当省は合算すべき特別会計がないため、一般会計省庁別財務書類が省庁別財務書類となってい

る。

（２）出納整理期間

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としている。

（３）各財務書類における表示科目の説明

貸借対照表〉〈

・「未収金」には、損害賠償金等の未収分を計上している。

・「貸付金」には、個人に対するものを計上している。

・「前払費用」には、車両の自賠責保険料の未経過分を計上している。なお、在外公館の所有車

両については、外国の特殊事情から車両毎の保険料を計上することは困難なため、既支払額の

１／２を計上している。

・「貸倒引当金」には、貸付金の過去３年の実績に基づき計上している。

・「有形固定資産」の「土地」及び「立木竹」については台帳価格を計上し、「建物」及び「工作物」

については、台帳価格より定率法により算出した減価償却費相当額を控除した価格を計上して

いる。（平成17年度は価格改定年度に該当するため、償却資産については減価償却実施後、価

格改訂後の価格へ評価換を実施している。）また、「物品」については定額法により算出した減

価償却費相当額を除した価格を計上している。

・「有形固定資産（建設仮勘定）」には、台帳に登記される予定の価格を計上している。

・「無形固定資産（在外公館定期不動産貸借権）」には、貸借権の残存額を計上している。

・「無形固定資産（電話加入権）」には、当省名義分を計上している。

・「無形固定資産（ソフトウェア）」には、定額法により算出した減価償却費相当額を控除した価格

を計上している。

・「出資金」には、当省関連の連結対象法人に対する出資金を計上している。

・「未払金」には、児童手当、公務災害補償費の未払分を計上している。

・「賞与引当金」には、期末・勤勉手当の年度末分までの相当額を計上している。

・「退職給付引当金等」には、退職手当の期末要支給額、整理資源及び国家公務員災害補償年

金を計上している。

・「その他の債務等」には、未渡不動産及び繰戻未済金を計上している。

〈業務費用計算書〉

・ 人件費」には、委員手当を除く使途別分類が人件費に該当するもののうち、職員等に係るも「

の及び国家公務員共済組合負担金、基礎年金国家公務員共済組合負担金を計上している。

・ 賞与引当金繰入額」には、引当金の取崩を行い、当年度末残高との差額補充により計上して「

いる。

・ 退職給付引当金繰入額」には、引当金の取崩しを行い、当年度末残高との差額補充により計「

上している。

・「補助金等」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する

補助金等を計上している。

・「委託費等」には、補助金等に該当しない委託費の他、分担金、拠出金を計上している。



・「独立行政法人運営費交付金」には、国際交流基金及び国際協力機構に対する運営費交付金

を計上している。

・「産業投資特別会計への繰入」には、改革推進公共投資事業償還金として、同勘定へ繰り入れ

た支出済歳出額を計上している。

・「庁費等」には、物件費・施設費で支出したもののうち、資産計上されない支出済額を計上してい

る。

・「その他の経費」には、歳出決算額のうち、上記に当てはまらないものを計上している。

・「減価償却費」には、固定資産の減価償却額を計上している。

・「資産処分損益」には、固定資産の処分損益額を計上している。

〈資産・負債差額増減計算書〉

・ 前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。「

・ 本年度業務費用合計」には、業務費用計算書で算出された本年度業務費用合計額を計上して「

いる。

・ 主管の財源」には （款）諸収入等を計上している。「 、

・ 配賦財源」には、歳出決算額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上している。「

・ 無償所管換等」には、国有財産で他省庁より管理換え等により引き渡しがあったもの及び他「

省庁へ管理換え等により引き渡したもの、連結対象法人の出資金の増減、特定国有財産整備特

別会計への未渡不動産の増減、整理資源に係る退職給付引当金の再計算による差額の計を計上

している。

・ 資産評価差額」には、国有財産台帳の台帳価格改定の伴う評価差額を計上している。「

・ その他資産・負債差額の増減」には、主に財務書類作成上生じた発生原因が不明な差額等を「

計上している。

・ 本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。「

〈区分別収支計算書〉

財源

・ 主管の収納済歳入額」には、収納済歳入額を計上している。「

・ 配賦財源」には、支出済歳出額より上記を差し引いた金額を計上している。「

業務支出

・ 人件費」には、使途別分類コードが人件費に該当するもののうち、職員等に係るもの及び国「

家公務員共済組合負担金、基礎年金国家公務員共済組合負担金の決算額の計を計上している。

・ 補助金等」には、使途別分類コードが補助金・委託費に該当するもののうち、補助金等に係「

る予算の執行の適正化に関する法律において、補助金等と定められているものの決算額の計を

計上している。

・ 委託費等」には、使途別分類コードが補助金・委託費に該当するもののうち、補助金等以外「

の委託費他の決算額の計を計上している。

・ 独立行政法人運営費交付金」には、国際協力機構、国際交流基金に交付した独立行政法人運「

営費交付金の決算額の計を計上している。

・ 庁費等の支出」には、使途別分類コードが、物件費及び施設費に該当するものの決算額の計「

から、有形固定資産の計上に繋がる支出を除いたものの計を計上している。

・ 他会計への繰入」には、使途別分類コードが「他会計への繰入」に該当するものの決算額の「

計を計上している。

・ その他の支出」には、使途別分類コードが旅費及びその他に該当するものの決算額の計を計「

上している。



・ 施設整備支出」には、有形固定資産の計上に繋がる決算額を計上している。「

（４）その他各省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報

（イ）金額の単位は１００万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しな

いことがある。１００万円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆

無の場合には「－」で表示している。

（ロ）重要な過年度の会計処理の誤謬の修正

・平成１６年度の貸借対照表の資産の部及び負債の部の計上方法に誤りがあったため修正し

た。この修正により、平成１６年度の貸借対照表の資産の部で８，１０５百万円増加し、負債の

部で３８百万円減少している。

・平成１６年度の業務費用計算書の計上方法に誤りがあったため修正した。この修正により、

平成１６年度の業務費用合計で３３７百万円減少している。

・平成１６年度の資産・負債差額増減計算書の計上方法に誤りがあったため修正した。この修

正により、平成１６年度末の資産・負債差額で８，１４２百万円増加している。



係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの（平成１７年度３月末現在）

（単位：百万円）

名称等（訴訟名等） 金額 事件番号 概要（事件の簡単な説明、今後の予定等）

損害賠償請求事件
（いわゆる中国残留
邦人訴訟）

中国残留婦人・邦人に対し、国が早期の帰国実
現措置を怠った、帰国を妨害した、帰国後の自立
支援を怠ったことにより、損害を被ったとして、国
に対し、損害賠償を求めたもの。＜関係省庁＞衆
議院、法務省、外務省、厚生労働省、国土交通
省等

大阪（１次訴訟） 1,056
大阪高裁
平成１７年（ネ）第２４５８号

平成１７年７月６日大阪地裁判決で国側勝訴。原
告が大阪高裁に控訴。

東京（個別） 60
東京高裁
平成１８年（ネ）第１６３５号

平成１８年２月１５日東京地裁で国側勝訴判決。
原告が東京高裁に控訴。

神戸（１次訴訟） 2,145
神戸地裁
平成１６年（ワ）第８３５号

平成１８年１２月１日判決予定。

神戸（２次訴訟）
神戸地裁
平成１６年（ワ）第１４８５号

（１次訴訟に併合）

神戸（３次訴訟）
神戸地裁
平成１７年（ワ）第１０２６号

（１次訴訟に併合）

東京（１次訴訟） 1,320
東京地裁
平成１４年（ワ）第２７９０７号

平成１９年１月３０日判決予定。

高知（１次訴訟） 1,848
高知地裁
平成１５年（ワ）第４３５号

平成１９年３月頃判決予定。

高知（２次訴訟）
高知地裁
平成１６年（ワ）第４１４号

（１次訴訟に併合）

高知（３次訴訟）
高知地裁
平成１６年（ワ）第４３１号

（１次訴訟に併合）

高知（４次訴訟）
高知地裁
平成１７年（ワ）第４０７号

（１次訴訟に併合）

広島（１次訴訟） 2,013
広島地裁
平成１５年（ワ）第１５９９号

平成１９年４月２５日判決予定。

広島（２次訴訟）
広島地裁
平成１６年（ワ）第６３２号

（１次訴訟に併合）

広島（３次訴訟）
広島地裁
平成１８年（ワ）第２９０号

（１次訴訟に併合）

東京（個別） 0
東京地裁
平成１６年（ワ）第２１６２５号

東京（２次訴訟） 19,437
東京地裁
平成１４年（ワ）第２７９０８号

東京（３次訴訟） 10,593
東京地裁
平成１５年（ワ）第２１７６８号

東京（４次訴訟） 4,158
東京地裁
平成１６年（ワ）第２０９４６号

東京（５次訴訟） 528
東京地裁
平成１７年（ワ）第１３１８５号

鹿児島（１次訴訟） 792
鹿児島地裁
平成１５年（ワ）第７０５号

鹿児島（２次訴訟）
鹿児島地裁
平成１７年（ワ）第４２１号

（１次訴訟に併合）

名古屋（１，２次訴訟） 5,544
名古屋地裁
平成１５年（ワ）第４００３、４００
４号

（併合）

名古屋（３次訴訟）
名古屋地裁
平成１６年（ワ）第１７６９号

（１，２次訴訟に併合）

名古屋（４次訴訟） 1,287
名古屋地裁
平成１７年（ワ）第１８３６号

京都（１次訴訟） 3,597
京都地裁
平成１５年（ワ）第２７４０号

京都（２次訴訟）
京都地裁
平成１６年（ワ）第２０４７号

（１次訴訟に併合）

京都（３次訴訟）
京都地裁
平成１７年（ワ）第２１９０号

（１次訴訟に併合）

偶発債務の概要調書



（単位：百万円）

名称等（訴訟名等） 金額 事件番号 概要（事件の簡単な説明、今後の予定等）

札幌（１次訴訟） 2,805
札幌地裁
平成１５年（ワ）第２６３６号

札幌（２次訴訟）
札幌地裁
平成１６年（ワ）第１１２１号

（１次訴訟に併合）

徳島 132
徳島地裁
平成１５年（ワ）第４６９号

大阪（２次訴訟） 3,696
大阪地裁
平成１５年（ワ）第１３８３２号

大阪（３次訴訟）
大阪地裁
平成１６年（ワ）第４５８５号

（２次訴訟に併合）

大阪（４次訴訟）
大阪地裁
平成１７年（ワ）第５８８４号

（２次訴訟に併合）

岡山（１次訴訟） 891
岡山地裁
平成１６年（ワ）第１４９号

岡山（２次訴訟）
岡山地裁
平成１６年（ワ）第６１１号

（１次訴訟に併合）

岡山（３次訴訟）
岡山地裁
平成１７年（ワ）第７８号

（１次訴訟に併合）

岡山（４次訴訟）
岡山地裁
平成１７年（ワ）第５１０号

（１次訴訟に併合）

長野（１次訴訟） 2,607
長野地裁
平成１６年（ワ）第１６５号

長野（２次訴訟）
長野地裁
平成１７年（ワ）第３６９号

（１次訴訟に併合）

福岡（１次訴訟） 4,290
福岡地裁
平成１６年（ワ）第３６３６号

福岡（２次訴訟）
福岡地裁
平成１７年（ワ）第１２５８号

（１次訴訟に併合）

福岡（３次訴訟）
福岡地裁
平成１７年（ワ）第１８４５号

（１次訴訟に併合）

福岡（４次訴訟）
福岡地裁
平成１８年（ワ）第５５５号

（１次訴訟に併合）

仙台（１次訴訟） 165
仙台地裁
平成１７年（ワ）第６２８号

仙台（２次訴訟） 660
仙台地裁
平成１７年（ワ）第８４３号

仙台（３次訴訟） 693
仙台地裁
平成１７年（ワ）第１６０６号

さいたま（１次訴訟） 396
さいたま地裁
平成１７年（ワ）第７９６号

山形（１次訴訟） 1,122
山形地裁
平成１７年（ワ）第１５４号

○記載上の留意点

22
東京地方裁判所
平成１６年（ワ）第１０５４８号

原告（コンゴ（民）国籍）が所持する旅券につき、
外務省が「”偽造”であるとの回答がコンゴ（民）政
府からあった」旨公表した行為は名誉毀損である
として、国に対し損害賠償等請求したもの。現在、
第１審（地裁）にて審理中。

損害賠償請求事件

ＯＤＡ訴訟
（コタパンジャン・ダム
訴訟）

約 42,000
（被告四者に
対する請求

額）

東京地方裁判所
平成１４年（ワ）第１９２７６号
平成１５年（ワ）第６７３２号
平成１６年（ワ）第１０４号

日本政府がインドネシア政府に供与したＯＤＡに
よって実施されたダム建設事業に伴い強制移転
させられ損害を被ったとして、移転住民約８，４０
０名が、国（外務省、財務省、経済産業省）、国際
協力銀行、国際協力機構及び東電設計を相手取
り、損害賠償等を求めて提訴したもの。

・現在係争中であって、国または国の機関を被告とした訴訟で、且つ、敗訴した場合に外務省所管一般会計歳出予算で負担するこ
とになる事件について記載。

・名称等欄は、事件の通称名を記載。

・金額欄は、国側が敗訴した場合に、国が支払うこととなる支払（見込み）額とし、金額が不明な場合は「－」を記載。

・事件番号ごとに記載。



附属明細書（平成１７年度）

１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

未収金の明細 （単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

返納金債権
損害賠償金債権
延滞金債権
金銭引渡請求権債権

個人 1,646

合計 1,646

貸付金の明細 （単位：百万円）

貸付先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 貸付事由等

個人 178 9 10 177 帰国費、滞在費

合計 178 9 10 177



固定資産の明細
（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度

減価償却額
評価差額

(本年度発生分)
本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産

　行政財産

　　　土地 175,449 9,879 4,250                        － － 181,078

　　　立木竹 218 53 2                        － － 270

　　　建物 84,730 2,249 581 928 3,372 82,097

　　　工作物 57,520 2,030 571 866 3,505 54,607

　普通財産

　　　土地 804 61 145                        － － 720

　　　立木竹 0 0 0                        － － 0

　　　建物 1,202 448 556                        － － 1,094

　　　工作物 752 298 334                        － － 717

　建設仮勘定 12,384 5,138 4,817                        － － 12,705

　物品 8,454 2,354 735 2,296 － 7,776

　小　　計 341,518 22,515 11,994 4,014 6,878 341,069

（無形固定資産）

国有財産

　行政財産

在外公館定期不
動産賃借権

12,782 17 68 3,194 － 9,536

　普通財産

　　電話加入権等 58                        － 23                        － － 34

　　　ソフトウェア 7,877 1,082 1,012 3,512 － 4,435

　小　　計 20,717 1,099 1,104 6,706 － 14,006

　合　　計 244,757 18,848 11,064 10,720 6,878 355,076

区分



出資金の増減の明細
（単位：百万円）

種類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
償却原価法に
基づく増減額

評価差額
(本年度発生分)

強制評価減 本年度末残高

国際協力銀行
（海外経済協力勘定）

6,891,244 174,400 － － － － 7,065,644

独立行政法人国際交流基金 110,970 2,000 － － － － 112,970

独立行政法人国際協力機構 88,508 － － － － － 88,508

計 7,090,723 176,400 － － － － 7,267,123



（２）負債項目の明細

未払金の明細 （単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高　

児童手当 外務省職員 3

公務災害補償費 外務省職員 20

合計 23

その他債務等の明細 （単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高　

特定国有財産整備特別会
計への未渡不動産

特定国有財産整備特別会計 3,133

特別会計繰戻未済金
（産業投資特別会計）

産業投資特別会計                                   －

合　　　　計 3,133



２．業務費用計算書の内容に関する明細

（１）組織別の業務費用の明細

（単位：百万円）

外務本省 在外公館 合計

人件費 22,215 45,991 68,206

賞与引当金繰入額 3,390 － 3,390

退職給付引当金繰入額 3,733 － 3,733

貸倒引当金繰入額 0 － 0

補助金等 2,796 － 2,796

委託費等 480,084 － 480,084

独立行政法人運営費交付金 173,806 － 173,806

産業投資特別会計への繰入 2,296 － 2,296

庁費等 24,130 43,166 67,297

その他の経費 8,740 19,996 28,736

減価償却額 7,526 3,194 10,720

資産処分損益 － △ 159 △ 159

本年度業務費用合計 728,719 112,188 840,907



外務省 （単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

使途別コードが「補助費・委託費」のうち、「補助金等に係る予算
の執行の適正化に係る法律」に該当するもの

（組織）外務本省

（項）外務本省

（1）財団法人　海外日系人協会
（2）社団法人　アジア親善交流協会
（3）社団法人　国際協力会
（4）財団法人　日本国際問題研究所

209 （１）海外日系人が居住国の経済、文化及び社会の発展等に果
たす役割の重要性にかんがみ、海外日系人との連絡及び協力
を推進し、並びに我が国及び地方自治体等が行う国際協力及び
国際交流事業に協力することにより我が国と海外諸国との交流
及び協力を促進し、もって海外諸国の対日理解の促進と各国間
の親善と相互の繁栄に寄与することを目的とする。
（２）アジア諸国民およびその周辺地域国民との親善交流を強化
し、アジア問題について広く国民の関心を高め、政府の施策に呼
応してアジアの安定と繁栄に寄与することを目的とする。
（３）我が国民間の対外姿勢に一貫性を維持することが、我が国
外交の円滑化と拡大する民間外交において必要であることが与
党の指示を得て、国民基盤強化のため、これら民体間連帯を維
持・強化しつつ、国際友好の実を挙げることを目的とする。
（４）１）国際問題の調査研究、２）国際問題に関する知的の普及
及び情報の頒布、３）我が国の外交を科学的に研究し、その政策
の企画に建設的構想を提供、４）全国の大学及び研究団体にお
ける国際問題の研究を奨励、５）進んで世界の平和と人類の進
歩に寄与する。

（1）日本赤十字社
（2）財団法人　交流協会

1,605 （１）政府は北朝鮮在住の日本人配偶者の故郷訪問について、
人道的見地からの重要性を認識し、その実現に向けて北朝鮮側
に積極的に働きかけてきた。この問題については長い間進展が
見られなかったが、平成９年８月に行われた日朝国交正常化交
渉再開のための予備会談において、日朝双方は、北朝鮮在住の
日本人配偶者の故郷訪問が、本人の意思を尊重して早期に実
現されることが重要であるとの認識で一致した。これを受けて、
政府は平成９年９月２日、人道的観点から本件故郷訪問の重要
性に鑑み、関係省庁の協力によりその準備及び円滑な実施を推
進するとともに、その故郷訪問の準備及び実施に関し、日本赤
十字社に対し必要な依頼を行い、かつ同社と緊密に協力するも
のとすることなどにつき閣議了解を行った。また、これに基づき、
政府は９月３日、内閣官房長官、外務大臣及び厚生大臣の連盟
で、日本赤十字社に対し、本件故郷訪問の準備及び実施を依頼
した。
（２）日中国交正常化に伴う日台断交後における民間レベルでの
人的交流、在留邦人の保護及び邦人旅行者の入域滞在、台湾
住民の日本入国等に対する各種の便宜並びに貿易、経済の促
進あるいは技術の交流、その他の諸関係が支障なく維持遂行さ
れるよう必要な調査を行うと共に適切な措置を講ずること等を目
的としている。

（1）社団法人　国際農業者交流協会
（2）社団法人　アジア親善交流協会
（3）社団法人　国際協力会
（4）財団法人　日本国際問題研究所

330 （１）我が国農業青年の海外派遣、開発途上国等海外諸国の農
業研修生の受入等を行うことにより、我が国農業青年の国際感
覚もって我が国農業の発展、開発途上国の農業の開発及び農
業者レベルの国際交流の促進更には世界の調和ある繁栄と平
和に寄与することを目的とする。
（２）アジア諸国民およびその周辺地域国民との親善交流を強化
し、アジア問題について広く国民の関心を高め、政府の施策に呼
応してアジアの安定と繁栄に寄与することを目的とする。
（３）我が国民間の対外姿勢に一貫性を維持することが、我が国
外交の円滑化と拡大する民間外交において必要であることが与
党の指示を得て、国民基盤強化のため、これら民体間連帯を維
持・強化しつつ、国際友好の実を挙げることを目的とする。
（４）１）国際問題の調査研究、２）国際問題に関する知的の普及
及び情報の頒布、３）我が国の外交を科学的に研究し、その政策
の企画に建設的構想を提供、４）全国の大学及び研究団体にお
ける国際問題の研究を奨励、５）進んで世界の平和と人類の進
歩に寄与する。

財団法人　女性のためのアジア平和国民
基金

152 本基金は、国内外に女性の名誉と尊厳を守ることの重要性を啓
発するとともに、女性の尊厳を侵害する行為を防止し、これらの
行為が行われることのない国際社会を築くための事業を行い、
もって、平和で自由かつ人権の尊重される社会の構築とアジア
近隣諸国等と我が国との友好に寄与することを目的とする。

（1）社団法人　北方領土復帰期成同盟
（2）社団法人　千島歯舞諸島居住者連盟

77 （１）我が国固有の領土である北方領土問題の本質及び我が国
への帰属の正当性について、国民世論を正しく啓発し、これに
よって、世論の結集を図り、北方領土の我が国復帰促進を図る
ことを目的とする。
（２）北方地域に関する領土の復帰等の解決を促進するとともに
千島、択捉島、国後島、色丹島及び歯舞諸島の元居住者等の福
祉の増進を図ることを目的とする。

（項）経済協力費

１７団体２４件

36

団体から提出された事業完了報告書を審査した結果、事業の成
果が補助金の交付の決定内容及びこれに附した条件に適合す
るものと認められる。

小　　　　計 2,411

（組織）外務本省

（項）外務本省

財団法人フォーリン・プレスセンター 171 我が国に関する正確で豊富な情報が迅速に海外に伝えられるよ
うに、外国プレス関係者が直面する言葉の問題をはじめ、取材
上の障害をできるだけ除き、「正しく、無駄なく、速やかに」取材活
動ができるように支援することを目的とする。

上記に同じ。 213 上記に同じ。

小　　　　計 385

2,796

（目）政府開発援助海外技術協力推進
　　　民間団体補助金

〈　委　託　費　〉

（目）政府開発援助啓発宣伝事業等委託費

（目）啓発宣伝事業等委託費

（目）国際友好団体補助金

（目）国際友好民間団体補助金

合　　　　　　　計

（目）北方領土対策事業費補助金

（目）女性アジア平和友好活動事業費等
　　　補助金

〈　補　助　金　〉

（２）補助金等の明細

名　　　　　　　　　　称

（目）政府開発援助国際友好民間団体
　　　補助金

《　補　助　金　等　》



外務省 （単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

使途別コードが「補助費・委託費」のうち、「補助金等に係る予算
の執行の適正化に係る法律」に該当しないもの

（組織）外務本省

（項）外務本省

財団法人　日本国際問題研究所 239 １）国際問題の調査研究、２）国際問題に関する知識及び情報の
頒布、３）全国の大学及び研究団体における国際問題の研究を
奨励、４）わが国の外交を科学的に研究し、その政策の企画に建
設的構想を提供、５）進んで世界の平和と人類進歩に寄与する。

財団法人　アジア福祉教育財団 629 ベトナムをはじめとするアジア諸国等の孤児、母子、難民等の福
祉のため必要かつ適切な援助、協力を行い、もって同地域諸国
の民生安定に寄与するとともに、日本、同地域諸国間の友好親
善を強化する。

（項）経済協力費

財団法人　国際開発高等教育機構 680 政府開発援助（ＯＤＡ）をはじめとする我が国の経済協力に携わ
る人材養成に資する事業を行うとともに、かかる人材養成を強化
する観点から、我が国の大学等高等教育研究機関における開発
援助に関する教育研究を振興し、もって、我が国の経済協力の
効果的効率的な実施に資することを目的とする。

　　（項）民間資金活用等経済政策推進費

19

（組織）在外公館

（項）在外公館

独立非営利法人　日本センター 459 ロシアにおける市場経済改革の成否は、国際社会全体や隣国た
る日本にとって重大な問題であり、改革の円滑な推進を期すべ
く、日本センターを通じて我が国の経験やノウハウの移転を目的
とするビジネス講座等を実施し、ロシアの市場経済を担う人材育
成を行う。更にはこうした支援を通じて親日的となったロシア人を
日露間の経済交流や文化交流の促進に資する人材として育成
し、日露関係の発展に貢献する。

小　　　　計 2,028

（組織）外務本省

（項）国際協力銀行交付金

特殊法人　国際協力銀行 30,000 国際協力銀行は、一般の金融機関と競争しないことを旨としつ
つ、我が国の輸出入若しくは海外における経済活動の促進又は
国際金融秩序の安定に寄与するための貸付等並びに開発途上
にある海外の地域の経済及び社会の開発又は経済の安定に寄
与するための貸付等を行い、もって我が国及び国際経済社会の
健全な発展に資することを目的とする。

小　　　　計 30,000

（組織）外務本省

（項）外務本省

149 サハリン州に対する経済改革促進等のための支援に要した経
費

（項）経済協力費

191,068 開発途上国に対する無償資金協力のうち、各種プロジェクト援
助、水産関係援助、文化関係援助、災害関係援助等に要した経
費。

                －開発途上国における計画的な食糧増産に寄与するために行う援
助及び「1999年の食料援助規約」に係る無償資金協力に要した
経費。

小　　　　計 191,218

（組織）外務本省

（項）国際分担金其他諸費

14,339 国際機関に対する分担金の支払い。

54,723 国際機関に対する分担金の支払い。

6,658 国際機関に対する分担金の支払い。

105,515 国際機関に対する分担金の支払い。

小　　　　計 181,237

（組織）外務本省

（項）国際分担金其他諸費

70,520 国際機関等に対する拠出金の支払い。

1,737 国際機関等に対する拠出金の支払い。

1,557 国際機関等に対する拠出金の支払い。

1,338 国際機関等に対する拠出金の支払い。

445 国際機関等に対する拠出金の支払い。

小　　　　計 75,600

480,084

（目）包括的核実験禁止条約国内運用体制
　　　整備事業等委託費

（目）サハリン州経済改革促進等特別援助費

（３）委託費等の明細

名　　　　　　　　　　称

《　委　託　費　等　》

〈　委　託　費　〉

合　　　　　　　計

〈　交　付　金　〉

（目）経済改革促進支援事業等委託費

（目）国際機関分担金

（目）政府開発援助インドシナ難民等救援
　　　業務委託費

（目）政府開発援助経済開発計画実施
　　　設計等委託費

（目）政府開発援助国際協力銀行交付金

（目）政府開発援助食糧増産等援助費

〈　援　助　費　〉

（目）政府開発援助国際機関等拠出金

（目）政府開発援助経済開発等援助費

（目）国際原子力機関分担金

〈　分　担　金　〉

（目）政府開発援助経済協力国際機関
　　　分担金

（目）経済協力国際機関分担金

（目）経済調査等委託費

（目）国際機関等拠出金

〈　拠　出　金　〉

（目）政府開発援助経済協力国際機関等
　　　拠出金

（目）経済協力国際機関等拠出金

（目）政府開発援助国際原子力機関拠出金



外務省 （単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

使途別コードが「補助費・委託費」のうち、「補助金等に係る予算
の執行の適正化に係る法律」に該当しないもののうち「独立行政
法人運営費交付金」

（組織）外務本省

（項）独立行政法人国際交流基金運営費

独立行政法人　国際交流基金 7,608 国際文化交流事業を総合的かつ効率的に行うことにより、我が
国に対する諸外国の理解を深め、国際相互理解を増進し、及び
文化その他の分野において世界に貢献し、もって良好な国際環
境の整備並びに我が国の調和ある対外関係の維持及び発展に
寄与することを目的とする。

上記に同じ。 6,121 上記に同じ。

（項）独立行政法人国際協力機構運営費

独立行政法人　国際協力機構 160,076 独立行政法人国際協力機構（以下「機構」という。）は、開発途上
にある海外の地域（以下「開発途上地域」という。）に対する技術
協力の実施並びに無償の資金供与による開発途上地域の政府
に対する国の協力の実施の促進及び開発途上地域の住民を対
象とする国民等の協力活動の促進に必要な業務を行い、中南米
地域等への移住者の定着に必要な業務を行い、並びに開発途
上地域等における大規模な災害に対する緊急援助の実施に必
要な業務を行い、もってこれらの地域の経済及び社会の発展又
は復興に寄与し、国際協力の促進に資することを目的とする。

小　　　　計 173,806

173,806合　　　　　　　計

（目）政府開発援助独立行政法人
　　　国際交流基金運営費交付金

（目）独立行政法人国際交流基金
　　　運営費交付金

（目）政府開発援助独立行政法人
　　　国際協力機構運営費交付金

（４）独立行政法人運営費交付金の明細

名　　　　　　　　　　称

〈　独立行政法人運営費交付金　〉

《　独 立 行 政 法 人 運 営 費 交 付 金　》



３．資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細

（単位：百万円）

徴収決定済額

8,061

798

国有財産貸付収入 780

国有財産使用収入 0

利子収入 17

7,263

許可手数料 3,391

弁償及返納金 3,462

雑入 408

8,061

部・款・項

雑収入

国有財産利用収入

諸収入

合　　　計



（単位：百万円）

相手先 金額 所管換等の理由 備考

国有財産

財産の無償所管換等（受） －

 △279

在イタリア大使館旧公邸 特定国有財産整備特別会計 △279
特定国有財産整備特別会
計からの売却委託

　 　  

出資金 176,400

国際協力銀行 財務省 174,400 海外経済協力勘定への出資増

独立行政法人国際交流基金 外務省 2,000 追加出資（日中21世紀基金）

独立行政法人国際協力機構  －  

特定国有財産整備特別会計への未渡不動産 279 本年度－前年度

△ 3,133 17年度末

△ 3,412 16年度末

－
整理資源に係る退職給付引当
金の再計算に係る差額

176,400

（２）財産の無償所管換等の明細

内容

合計

財産の無償所管換等（渡）

整理資源に係る退職給付引当金



（３）資産評価差額の明細

（単位：百万円）
国有財産 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

建物           － 3,372 3,372 国有財産台帳の価格改定
工作物           － 3,505 3,505 国有財産台帳の価格改定
合計           － 6,878 6,878



４．区分別収支計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細

（単位：百万円）

収納済額

285

285

国有財産売払収入 285

8,127

798

国有財産貸付収入 780

国有財産使用収入 0

利子収入 17

7,329

許可手数料 3,391

弁償及返納金 3,462

物品売払収入 68

雑入 406

8,412

国有財産利用収入

諸収入

合　　　計

部・款・項

政府資産整理収入

国有財産処分収入

雑収入



～参考情報～

公債関連情報

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等に

ついては財務省に計上されております。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で

調達されていることから、各省庁の負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に

、 。 、基づき算定し 公債関連情報として開示しております 仮定計算に基づく数字であるため

各省庁の省庁別財務書類上に負債計上するものではありません。

①財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借

換債を除く ）及び当該年度の利払費は以下のとおりです。。

・会計年度末の公債残高 5,050,359億円

・当該年度に発行した公債額 312,689億円

・当該年度の利払費 66,800億円

②財務省において計上されている(1)の計数を各省庁の一般会計の資産額並びに公債発行

対象経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は

以下のとおりです。

・会計年度末の公債残高のうち当省配分額 122,096億円

・当該年度に発行した公債額のうち当省配分額 3,331億円

・当該年度の利払費のうち当省配分額 1,623億円

③財務省において計上されている(1)の計数を各省庁の資産・負債差額並びに公債発行対

象経費及び歳出決算額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以

下のとおりです。

・会計年度末の公債残高のうち当省配分額 143,202億円

・当該年度に発行した公債額のうち当省配分額 3,331億円

・当該年度の利払費のうち当省配分額 1,917億円



「外務省 平成１７年度省庁別連結財務書類」



１．連結の対象範囲

（１）国際協力銀行（海外経済協力勘定）

（２）独立行政法人国際協力機構

（３）独立行政法人国際交流基金

２．省庁との業務関連性

（１）国際協力銀行

国際協力銀行（海外経済協力勘定）は、主に円借款の実施機関として、円借款候補案件に係

る調査、供与案件の管理、債権管理等の業務を行っている。

外務大臣は、国際協力銀行海外経済協力業務及び海外経済協力勘定に関する事項についての

主務大臣として同行（同業務及び同勘定）を監督することとされている（国際協力銀行法（平

成11年法律第35号）第52条及び第56条 。）

（２）独立行政法人国際協力機構

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）は、政府ベースの技術協力の実施機関として、前身

である国際協力事業団の設立以来、開発途上国の社会・経済が自立的・持続的に発展出来るよ

う、国造りを担う人材の育成を中心に様々な協力活動を実施している。具体的には開発途上国

の行政官や技術者を日本に招いての研修、日本からの専門的な技術・知識を有する人材の派遣

及び必要な機材の供与、また国や地域の開発計画を作成するための様々な調査団の派遣等を行

っている。

外務大臣はＪＩＣＡの主務大臣として、ＪＩＣＡに対して業務運営の効率化や業務の質の向

上等について中期目標を定め指示する。また、途上国政府から在外公館を通じ要請された技術

協力等案件の採択については外務省が行い、ＪＩＣＡはその後の業務の実施を担う。

（３）独立行政法人国際交流基金

独立行政法人国際交流基金は、日本の国際文化交流事業を推進するための専門機関として設立さ

れた外務省所管の特殊法人国際交流基金を前身とし、我が国に対する諸外国の理解を深め、国際相

互理解を増進し、文化及びその他の分野において世界に貢献し、もって有効な国際環境の整備並び

に調和ある対外関係の維持・発展に寄与することを目的とした活動を行っている。

具体的には、文化芸術交流、海外での日本語教育、日本研究・知的交流等の分野において、人物の

派遣及び招へい、催し物の実施、助成事業、資料の作成・収集、調査・研究活動など様々な事業を

実施している。

外務大臣は独立行政法人国際交流基金の主務大臣として業務運営の効率化や業務の質の向上等に

ついて明示的に中期目標を定める。また、業務の計画・立案、実施は国際交流基金の自主性に委ね

られるが、国際文化交流に係る外交政策を十分に踏まえつつ、長期的及び広範な視野から相手国と

の外交関係及び相手国の事情に即した事業を行うために外務省とは常に協議を行っており、海外で

の事業実施にあたっては在外公館の協力を得ている。

３．財政資金の流れ

外務省より交付された（目）及び金額

（１）国際協力銀行

政府開発援助国際協力銀行交付金 30,000,000千円

（２）独立行政法人国際協力機構

政府開発援助独立行政法人国際協力機構運営費交付金 160,076,920千円

（３）独立行政法人国際交流基金

政府開発援助独立行政法人国際交流基金運営費交付金 7,608,089千円

独立行政法人国際交流基金運営費交付金 6,121,440千円



（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

（平成17年3月31日） （平成18年3月31日） （平成17年3月31日） （平成18年3月31日）

現金・預金 103,698 66,636 未払金 17,117 22,050

有価証券 129,243 126,286 未払費用 17,284 16,593

たな卸資産 782 754 保管金等 385 380

未収金 1,680 1,665 賞与引当金 4,760 4,823

未収収益 74,915 68,765 前受金                         － 0

前払金 1,340 430 前受収益                         － 0

貸付金 10,755,653 10,957,384 債券 24,991 9,996

前払費用 617 722 借入金 4,200,459 4,020,220

その他の債権等 1,938 849 退職給付引当金等 103,811 105,736

破産更生債権等 その他の債務等 6,501 5,253

貸倒引当金 △ 185,558 △ 128,321

有形固定資産

土地 199,291 204,836

立木竹 219 271

建物 130,008 126,261

工作物 69,042 65,523

機械器具 125 98

建設仮勘定 12,536 12,987

物品等 11,552 11,178

無形固定資産 21,384 15,945

出資金 428 428

その他投資等 85,940 87,647

4,375,313 4,185,055

資産・負債差額 7,039,530 7,435,298

（うち他会計からの出資） (186,000) (176,400)

11,414,843 11,620,354 11,414,843 11,620,354

〈資産・負債差額の部〉

資産合計 負債及び資産・負債差額合計

負債合計

連　結　貸　借　対　照　表

〈　資　産　の　部　〉 〈　負　債　の　部　〉



（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自 16 年 4 月 1 日 自 17 年 4 月 1 日

至 17 年 3 月 31 日 至 18 年 3 月 31 日

人件費 88,434 90,244

賞与引当金繰入額 4,760 4,823

退職給付引当金繰入額 6,603 4,473

補助金等 5,173 5,545

委託費等 512,114 450,084

産業投資特別会計への繰入 0 2,296

庁費等 68,531 67,297

その他の経費 200,809 195,684

減価償却費 14,269 14,708

資産処分損益 72 △ 87

貸倒引当金繰入額 52,564 147

支払利息・利払費 103,957 89,621

為替換算差損益 △ 253 △ 618

資産評価損（株式評価損） 2,867 217

本年度業務費用合計 1,059,906 924,438

連結業務費用計算書



（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自 16 年 4 月 1 日 自 17 年 4 月 1 日

至 17 年 3 月 31 日 至 18 年 3 月 31 日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 6,732,048 7,039,530

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 1,059,906 △ 924,438

Ⅲ　財源

主管の財源 23,847 8,061

配賦財源 879,873 831,713

連結対象法人収入 264,655 310,424

Ⅳ　無償所管換等 187,909 176,400

Ⅴ　資産評価差額                             － 6,878

11,102 △ 13,271

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 7,039,530 7,435,298

連結資産・負債差額増減計算書

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減



（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
自 16 年 4 月 1 日 自 17 年 4 月 1 日

至 17 年 3 月 31 日 至 18 年 3 月 31 日

Ⅰ　業務収支
１　財源

主管の収納済歳入額 24,152 8,412
配賦財源 879,873 831,713
連結対象法人収入 9,636 9,922
貸付金の回収による収入 2,387 1,993
有価証券売却収入 693 689
投資有価証券の償還による収入 4,694 9,920
固定資産売却収入 391 61
敷金保証金の返還による収入 360 26
前年度余剰金等受入 75,288 103,698

財源合計 997,479 966,439

２　業務支出
（１）業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 93,358 94,174
補助金等 2,987 2,796
委託費等 512,114 450,084
庁費等の支出 73,099 72,401
特別会計へ繰入 0 2,296
有価証券取得支出 7,959 9,241
事業費支出 164,735 156,601
貸付による支出 607 419
敷金保証金の取得による支出 49 111
その他の支出 29,426 30,581

884,336 818,707

（２）施設整備支出
259 550

建物に係る支出 7,843 5,114
1 0

工作物に係る支出 225 209
固定資産に係る支出 1,866 1,544

施設整備支出合計 10,197 7,420

業務支出合計 894,533 826,127

185,872 249,917

業務収支 △ 82,926 △ 109,605

Ⅱ　財務収支
利息の支払額 △ 2 △ 12
他省庁からの出資金による収入 186,600 176,400
リース債務返済支出 △ 78 △ 197

- 3

財務収支 186,518 176,192

本年度収支 103,592 66,587
資金からの受入 - -
資金への繰入 - -
翌年度歳入繰入 103,592 66,587
収支に関する換算差額 106 48
資金本年度残高 - -
その他歳計外現金預金本年度末残高 - -
本年度末現金・預金残高 103,698 66,636

連結区分別収支計算書

業務支出（施設整備支出を除く）合計

国際協力銀行の業務活動によるキャッシュフロー

土地に係る支出

立木材に係る支出

民間出えん金による収入



連結注記

１．連結を行った独立行政法人等の名称及び出資割合等

連結対象法人名 出資割合

国際協力銀行（海外経済協力勘定） 100%

独立行政法人国際協力機構 100%

独立行政法人国際交流基金 100%

２．独立行政法人等の子会社のうち連結対象から除外したものについて、その旨、法人名及び除外し

た理由

該当なし

３．出納整理期間における現金の受払いの修正を行っている場合にはその旨

国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した

後の計数をもって会計年度末の計数としているが、連結対象法人では出納整理期間が設けられていな

い。このため、連結に際して、国の会計の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会計年

度末に国の会計との出納整理期間中の現金の受払い等は終了したものとして修正を行っている。

４．連結対象法人特有の会計処理の修正内容

連結対象法人においては、企業会計原則に対して必要な修正をした上で、それぞれの特性を反映し

た財務諸表を作成しております。省庁別連結財務書類の作成に際して、国の会計と連結対象法人との

会計処理の統一は行っていないが、以下に記載した連結対象法人特有の会計処理については、修正し

て作成しております。

（１）国際協力銀行において、消費税等の会計処理にあたっては、税抜方式を採用している。その他

の法人においては、税込方式によっている。

（２）国際協力機構の外貨建金銭債権債務等は、平成17年度末の為替レートで換算を行っており、換

算から生じる為替差損益については、業務費用計算書の「為替換算差損益」に計上している。国際交

流基金の外貨建金銭債権債務等は、平成17年度末の為替レートで換算を行っており、その結果為替差

益が生じているが、当該差益は「資産・負債差額増減計算書」の「連結対象法人収入」に計上してい

る。

（参考）

平成17年度末 1ドル＝117.47円、1ユーロ＝142.81円

（３）有価証券の評価基準及び評価方法

国際協力銀行においては、有価証券のうち保有しているものは、すべて時価のない「その他有価証

券」に分類され、評価基準及び評価方法は、移動平均法による原価法により行っている。国際協力機

構においては、関連会社株式及びその他の有価証券（時価のないもの）について総平均法による原価

。 、 。法を使用している 国際交流基金においては 満期保有を目的とするため償却原価法を使用している

（４）たな卸資産の評価基準及び評価方法は、国際協力機構においては 「貯蔵品 先入先出法によ、

る低価法」を用いている。



（５）有形固定資産及び無形固定資産の減価償却の方法は、定額法により行っている。但し、国際協

力銀行においては、有形固定資産の減価償却については定率法（但し、平成10年4月1日以後に取得し

た建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用し、無形固定資産については定額法を採用

している。

（６）国際協力機構において、貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。国際協力銀行において、貸倒引当金は、貸付金の期末残高を対象に、同

行の資産自己査定結果に基づき計上している。

（７）賞与引当金としては、役員及び職員の賞与の支払いに備えるため、6月支給の期末手当、勤勉

手当の支給見込額につき、それぞれ当該年度に帰属する部分〔期末手当及び勤勉手当の12月から3月

分〕を計上している。国際協力銀行においては、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しており、賞与引当金には、役員に係る引当金が含まれている。

（８）退職手当に係る退職給付引当金としては、役員及び職員（公務員及び地方公務員から出向して

いる者を除く）の退職手当の支払いに備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を退職給付引当金として計上している。

また、将来の年金給付に備えるため、年金基金の積立不足額のうち、国際協力機構及び国際交流基

金の負担となる額（年金基金全体の積み立て不足額を標準報酬総額の比率で按分した額）を退職給付

引当金として計上している。そのため、厚生年金基金に存する国際協力機構及び国際交流基金の拠出

に対応する年金資産の額は記載していない。

５．各連結財務書類における表示科目の説明

〈連結貸借対照表〉

資産の部

・ 現金・預金」には、年度末における現金・預金残高を計上している。「

・ 有価証券」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における有価証券の保有額、国際交流「

基金における一年以内に満期の到来する有価証券の保有額を計上している。

・ たな卸資産」には、国際協力機構における国際緊急援助活動に必要な備蓄物資等を計上して「

いる。

・ 未収金」には、外務省における損害賠償金等の未収分、国際交流基金における解約した不動「

産の敷金等の未収分を計上している。

・ 未収収益」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における貸付金利息の未収相当額等の「

他、国際協力機構における受取利息、貸付金利息分、国際交流基金における運用収益の未収分

を計上している。

・ 前払金」には、本年度の前払い分を計上している。「

・ 貸付金」には、外務省における個人に対する貸付、国際協力銀行（海外経済協力勘定）にお「

ける途上国向け貸付、国際協力機構における開発投融資、移住投融資を計上している。

・ 前払費用」には、外務省における車両の自賠責保険料の未経過分、各法人における賃貸借契「

約に基づく前払費用を計上している。

・ その他の債権等」には、各法人における立替金等独立の科目で表示している以外の債権を計「

上している。



・ 破産更生債権等」の「貸倒引当金」には、外務省における貸付金の過去３年の実績に基づい「

た額、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における貸付金等に対する貸倒見積額、国際協力機

構における債権の貸倒実績等に基づいた回収不能見込額を計上している。

・ 有形固定資産 の 土地 及び 立木竹 については台帳価格を計上し 建物 工作物 機「 」 「 」 「 」 、「 」「 」「

械機器」については、台帳価格より定率法（国際協力機構、国際交流基金は定額法）により算

出した減価償却費相当額を控除した価格を計上している （平成17年度は価格改定年度に該当す。

るため、外務省における償却資産については減価償却実施後、価格改定後の価格へ評価換を実

施している ）また 「物品等」については定額法（国際協力銀行は定率法）により算出した減。 、

価償却費相当額を控除した価格を計上している。

・ 有形固定資産（建設仮勘定 」には、台帳に登記される予定の価格を計上している。「 ）

・ 無形固定資産」には、外務省における在外公館定期不動産貸借権の残存額、並びに外務省、「

、 。各法人における電話加入権 減価償却相当額を控除したソフトウエアの価格等を計上している

・ 出資金」には、相殺消去を行った上での出資金を計上している。「

・ その他投資等」には、国際協力機構におけるリース債務等の他、国際交流基金における投資「

有価証券等を計上している。

負債の部

・ 未払金」には、年度末までに支払いが完了しなかった債務の未払額を計上している。「

・ 未払費用」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）の財政融資資金特別会計等からの借入「

等の未払利息等、国際協力機構、国際交流基金における社会保険料等の未払費用を計上してい

る。

・ 保管金等」には、国際協力機構、国際交流基金における所得税等の預り金を計上している。「

・ 賞与引当金」には、期末・勤勉手当の年度末分までの相当額を計上している。「

・ 債券」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）が発行している債券から債券発行差金を控「

除または加算した額を計上している。

・ 借入金」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）の財政融資資金特別会計等からの借入金「

を計上している。

・ 退職給付引当金等」には、退職手当の期末要支給額、年金債務にかかる引当金を計上してい「

る。

・ その他の債務等」には、外務省における未渡不動産及び繰戻未済金、各法人におけるリース「

債務等を計上している。

〈連結業務費用計算書〉

・ 人件費」には、職員に係る人件費等を計上している。「

・ 賞与引当金繰入額」には、引当金の取崩を行い、当年度末残高との差額補充により計上して「

いる。

・ 退職給付引当金繰入額」には、引当金の取崩を行い、当年度末残高との差額補充により計上「

している。

・ 補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条「

第１項で規定する補助金等の他、国際交流基金における事業の助成金を計上している。

・ 委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費の他、分担金、拠出金を相殺「

消去を行った上で計上している。



・ 庁費等」には、外務省における物件費・施設費で支出したもののうち、資産計上されない支「

出済額を計上している。

・ その他の経費」には、外務省における歳出決算額のうち上記に当てはまらないもの、各法人「

における業務費用のうち他の科目に当てはまらないものを計上している。

・ 減価償却費」には、固定資産の減価償却額を計上している。「

・ 資産処分損益」には、固定資産の処分損益額を計上している。「

・ 貸倒引当金繰入額」には、国際協力機構における融資債権、入植地債権に係る貸倒引当金の「

換算差額を計上している。

・ 支払利息・利払費」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における借入金、債券等の資「

金調達に関して発生した利息、国際協力機構、国際交流基金におけるリース債務返済に伴う支

払利息を計上している。

・ 為替換算差損益」には、国際協力機構における外貨建金銭債権債務等の換算差額を計上して「

いる。

・ 資産評価損（株式評価損 」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）の有価証券の強制評価「 ）

減に係るものを計上している。

〈連結資産・負債差額増減計算書〉

・ 前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。「

・ 本年度業務費用合計」には、業務費用計算書で算出された本年度業務費用合計額を計上して「

いる。

・ 主管の財源」には、外務省における（款）諸収入等を計上している。「

・ 配賦財源」には、外務省における歳出決算額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上して「

いる。

・ 連結対象法人収入」には、各法人の業務活動による収益等を計上している。「

・ 無償所管換等」には、国有財産で他省庁より管理換え等により引き渡しがあったもの及び他「

省庁へ管理換え等により引き渡したもの、連結対象法人の出資金の増減、特定国有財産整備特

別会計への未渡不動産の増減、整理資源に係る退職給付引当金の再計算による差額の計を計上

している。

・ その他資産・負債差額の増減」には、外務省、国際交流基金における財務書類作成上生じた「

発生原因が不明な差額等の他、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における一般会計からの出

資金増減額、国際協力機構における資本剰余金の増減額を計上している。

・ 本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の資産・負債差額を計上している。「

〈連結区分別収支計算書〉

業務収支

・ 主管の収納済歳入額」には、外務省における収納済歳入額を計上している。「

・ 配賦財源」には、外務省における支出済歳出額より上記を差し引いた金額を計上している。「

・ 連結対象法人収入」には、国際協力機構における運営費交付金収入、受託収入、施設利用収「

、 。入等の他 国際交流基金における収支決算の現金収入額を相殺消去を行った上で計上している

・ 貸付金の回収による収入」には、国際協力機構における開発投融資、移住投融資にかかる貸「

付金の回収額を計上している。



・ 有価証券売却収入」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における有価証券の売却等に「

よる収入を計上している。

・ 投資有価証券の償還による収入」には、国際交流基金における投資有価証券の償還額を計上「

している。

・ 固定資産売却収入」には、各法人における固定資産の売却額を計上している。「

・ 敷金保証金の返還による収入」には、国際協力機構、国際交流基金における敷金保証金の返「

還額を計上している。

・ 前年度余剰金等受入」には、各法人における前年度末現金・預金残高を計上している。「

・ 人件費」には、職員に係る人件費等を計上している。「

・ 補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条「

第１項で規定する補助金等を計上している。

・ 委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費の他、分担金、拠出金を相殺「

消去を行った上で計上している。

・ 庁費等の支出」には、外務省における物件費及び施設費に該当するものの決算額の計から、「

有形固定資産の計上に繋がる支出を除いたものを計上している。

・ 特別会計へ繰入」には、外務省における「他会計へ繰入」に該当するものの決算額の計を計「

上している。

・ 有価証券取得支出」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定 、国際交流基金における有価証「 ）

券の取得のための支出を計上している。

「 」 、 、 。・ 事業費支出 には 国際協力機構 国際交流基金における事業による支出額を計上している

・ 貸付による支出」には、国際協力機構における開発投融資、移住投融資にかかる貸付額を計「

上している。

・ 敷金保証金の取得による支出」には、国際協力機構、国際交流基金における差入保証金のた「

めの支出額を計上している。

・ その他の支出」には、外務省における旅費及びその他に該当するものの決算額、国際交流基「

金における一般管理費等の支出額を計上している。

・ 施設整備支出」には、有形固定資産の計上に繋がる決算額を計上している。「

・ 国際協力銀行の業務活動によるキャッシュフロー」には、間接法により作成している国際協「

力銀行（海外経済協力勘定）のキャッシュフロー計算書のうち、業務活動によるキャッシュフ

ローの金額から連結内部取引額を控除した金額を計上している。

財務収支

・ 利息の支払額」には、国際協力機構、国際交流基金におけるリース債務返済に伴う支払利息「

を計上している。

・ 他省庁からの出資金による収入」には、国際協力銀行（海外経済協力勘定）における一般会「

計からの出資金の増減額、国際交流基金における年度中の追加出資の額を計上している。

・ リース債務返済支出」には、国際協力機構、国際交流基金におけるリース債務の返済額を計「

上している。

・ 民間出えん金による収入」には、国際交流基金における年度中の民間出えん金の受入額を計「

上している。



６．間接法によりキャッシュフロー計算書を作成している連結対象法人

国際協力銀行は、間接法でキャッシュフロー計算書を作成しているため 「業務活動によるキャッ、

シュフロー」の金額を「業務支出合計」と「業務収支」の間に表示している。



附属明細書

○資産及び負債の明細
（単位：百万円）

外務省一般会計 国際協力銀行
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

＜資産の部＞

現金・預金 － 18,730 38,672 9,233 66,636 － 66,636

有価証券 － 119,135 － 7,151 126,286 － 126,286

たな卸資産 － － 754 － 754 － 754

未収金 1,646 － ー 18 18 － 1,665

未収収益 － 68,427 51 285 68,765 － 68,765

前払金 － － 420 10 430 － 430

貸付金 177 10,943,642 13,565 － 10,957,207 － 10,957,384

前払費用 31 512 144 33 690 － 722

その他の債権等 － 412 434 2 849 － 849

貸倒引当金 0 △ 125,156 △ 3,165 － △ 128,322 － △ 128,321

有形固定資産

土地 181,799 2,994 19,825 216 23,036 － 204,836

立木竹 271 － － － － － 271

建物 83,191 2,225 29,729 11,114 43,069 － 126,261

工作物 55,324 971 8,984 242 10,198 － 65,523

機械器具 ー ー 98 － 98 － 98

建設仮勘定 12,705 221 9 － 282 － 12,987

物品等 7,776 239 2,268 893 3,402 － 11,178

無形固定資産 14,006 1,841 21 76 1,939 － 15,945

出資金 7,267,123 － 428 － 428 △ 7,267,123 428

その他投資等 － － 1,329 86,318 87,647 － 87,647

資産合計 7,624,055 11,034,200 113,573 115,647 11,263,421 △ 7,267,123 11,620,354

＜負債の部＞

未払金 23 － 21,278 747 22,026 － 22,050

未払費用 － 16,113 458 21 16,593 － 16,593

保管金等 － － 342 38 380 － 380

賞与引当金 3,390 387 898 146 1,432 － 4,823

前受金 － － － 0 0 － 0

前受収益 － － 0 － 0 － 0

債券 － 9,996 － － 9,996 － 9,996

借入金 － 4,020,220 － － 4,020,220 － 4,020,220

退職給付引当金等 67,944 6,259 27,338 4,194 37,792 － 105,736

その他の債務等 3,133 1,031 1,057 30 2,120 － 5,253

負債合計 74,492 4,054,010 51,374 5,179 4,110,563 － 4,185,055

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 7,549,563 6,980,190 62,198 110,468 7,152,857 △ 7,267,123 7,435,298



○業務費用の明細
（単位：百万円）

外務省一般会計 国際協力銀行
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

人件費 68,206 3,718 15,908 2,411 22,038 － 90,244

賞与引当金繰入額 3,390 387 898 146 1,432 － 4,823

退職給付引当金繰入額 3,733 △ 305 1,032 13 740 － 4,473

補助金等 2,796 － － 2,748 2,748 － 5,545

委託費等 480,084 － － － － △ 30,000 450,084

独立行政法人運営費交付金 173,806 － － － － △ 173,806 －

産業投資特別会計への繰入 2,296 － － － － － 2,296

庁費等 67,297 － － － － － 67,297

その他の経費 28,736 6,928 148,371 11,647 166,947 － 195,684

減価償却費 10,720 442 2,741 804 3,987 － 14,708

資産処分損益 △ 159 2 40 29 72 － △ 87

貸倒引当金繰入額 0 － 147 － 147 － 147

支払利息・利払費 － 89,609 11 0 89,621 － 89,621

為替換算差損益 － － △ 618 － △ 618 － △ 618

資産評価損（株式評価損） － 217 － － 217 － 217

本年度業務費用合計 840,907 101,001 168,533 17,802 287,337 △ 203,806 924,438

（単位：百万円）

そ 外務省一般会計の他の経費内訳 国際協力銀行
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

省庁別財務書類でのその他の経費 28,736 － － － － － 28,736

連結対象法人での業務費用 － 2,674 139,346 9,871 151,893 － 151,893

連結対象法人での一般管理費 － 4,252 8,946 1,776 14,975 － 14,975

連結対象法人でのその他経費 － 1 78 － 79 － 79

計 28,736 6,928 148,371 11,647 166,947 － 195,684

○資産・負債差額増減の明細
（単位：百万円）

外務省一般会計 国際協力銀行
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

前年度末資産・負債差額 7,380,510 6,575,973 64,601 109,167 6,749,743 △ 7,090,723 7,039,530

本年度業務費用合計 △ 840,907 △ 101,001 △ 168,533 △ 17,802 △ 287,337 203,806 △ 924,438

財源

主管の財源 8,061 － － － － － 8,061

配賦財源 831,713 － － － － － 831,713

連結対象法人収入 － 330,817 166,094 17,318 514,230 △ 203,806 310,424

無償所管換等 176,400 － － － － － 176,400

資産評価差額 6,878 － － － － － 6,878

その他資産・負債差額の増減 △ 13,092 174,400 35 1,785 176,220 △ 176,400 △ 13,271

本年度末資産・負債差額 7,549,563 6,980,190 62,198 110,468 7,152,857 △ 7,267,123 7,435,298



○区分別収支計算書の明細
（単位：百万円）

外務省一般会計 国際協力銀行
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人合計 相殺消去 連結合計

業務収支

財源

主管の収納済歳入額 8,412 － － － － － 8,412

配賦財源 831,713 － － － － － 831,713

連結対象法人収入 － － 166,910 16,818 183,728 △ 173,806 9,922

貸付金の回収による収入 － － 1,993 － 1,993 － 1,993

有価証券売却収入 － 689 － － 689 － 689

投資有価証券の償還による収入 － － － 9,920 9,920 － 9,920

固定資産売却収入 － 16 36 8 61 － 61

敷金保証金の返還による収入 － － 26 － 26 － 26

前年度余剰金等受入 － 63,924 32,632 7,142 103,698 － 103,698

財源合計 840,126 64,629 201,599 33,890 300,119 △ 173,806 966,439

業務支出

（１）業務支出〈施設整備支出除く）

人件費支出 74,129 － 17,381 2,662 20,044 － 94,174

補助金等支出 2,796 － － － － － 2,796

委託費等支出 480,084 － － － － △ 30,000 450,084

独立行政法人運営費交付金 173,806 － － － － △ 173,806 －

庁費等の支出 72,401 － － － － － 72,401

特別会計へ繰入 2,296 － － － － － 2,296

有価証券取得支出 － 111 － 9,130 9,241 － 9,241

事業費支出 － － 143,908 12,692 156,601 － 156,601

貸付による支出 － － 419 － 419 － 419

敷金保証金の取得による支出 － － 41 70 111 － 111

その他の支出 28,736 － － 1,844 1,844 － 30,581

業務支出（施設整備支出を除く）合計 834,251 111 161,750 26,399 188,262 △ 203,806 818,707

（２）施設整備支出

土地に係る支出 550 － － － － － 550

建物に係る支出 5,114 － － － － － 5,114

立木竹に係る支出 0 － － － － － 0

工作物に係る支出 209 － － － － － 209

固定資産取得支出 － 270 1,041 233 1,544 － 1,544

施設整備支出合計 5,875 270 1,041 233 1,544 － 7,420

業務支出合計 840,126 382 162,792 26,633 189,807 △ 203,806 826,127

国際協力銀行の業務活動による
キャッシュフロー

－ 219,917 － － 219,917 30,000 249,917

業務収支 － △ 155,669 38,807 7,256 △ 109,605 － △ 109,605

財務収支

利息の支払額 － － △ 11 0 △ 12 － △ 12

他省庁からの出資金による収入 － 174,400 － 2,000 176,400 － 176,400

リース債務返済支出 － － △ 169 △ 28 △ 197 － △ 197

民間出えん金収入 － － － 3 3 － 3

財務収支 － 174,400 △ 181 1,974 176,192 － 176,192

A 本年度収支 － 18,730 38,626 9,231 66,587 － 66,587

B 資金からの受入（決算処理によるもの） － － － － － － －

C 資金への繰入（決算処理によるも －の） － － － － － －

D 翌年度歳入繰入　 －A+B+C 18,730 38,626 9,231 66,587 － 66,587

E 収支に る E －関す 換算差額　 0 46 2 48 － 48

F 資金本年度残高 － － － － － － －

G その他歳計外現金預金本年度末残高 － － － － － － －

H 本年度末現金預金残高　D+E+F+G － 18,730 38,672 9,233 66,636 － 66,636
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